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平成２２年５月１８日言渡し 同日原本領収 裁判所書記官 

平成●●年（○○）第●●号 所有権移転登記手続等請求事件（甲事件） 

平成●●年（○○）第●●号 所有権移転登記手続請求事件（乙事件） 

口頭弁論終結の日 平成２２年２月２３日 

 

判     決 

原告        Ｘ 

甲事件被告     Ｙ１ 

甲事件被告     Ｙ２ 

甲事件被告     Ｙ３（登記記録上の表示はＹ３） 

甲事件被告     Ｙ４ 

甲事件被告     Ｙ５ 

甲事件被告     Ｙ６ 

甲事件被告     Ｙ７ 

甲事件被告     国 

甲事件被告     木更津市 

乙事件被告     亡Ｙ８相続財産 

（以下、「甲事件被告」及び「乙事件被告」をいずれも「被告」と表記する。） 

 

主     文 

１ 被告Ｙ１、被告Ｙ２、被告Ｙ３、被告Ｙ４、被告Ｙ５、被告Ｙ６、被告Ｙ７及

び被告亡Ｙ８相続財産は、それぞれ原告に対し、別紙物件目録記載の土地につい

て、昭和５３年４月１２日時効取得を原因とする各持分全部移転登記手続をせよ。 

２ 被告国は、原告に対し、別紙物件目録記載の土地についてなした別紙第１登記

目録記載の差押登記の抹消登記手続をせよ。 

３ 被告木更津市は、原告に対し、別紙物件目録記載の土地についてなした別紙第
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２登記目録記載の参加差押登記の抹消登記手続をせよ。 

４ 原告のその余の請求を棄却する。 

５ 訴訟費用は被告らの負担とする。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求の趣旨 

１ 被告Ｙ１、被告Ｙ２、被告Ｙ３、被告Ｙ４、被告Ｙ５、被告Ｙ６、被告Ｙ７

及び被告亡Ｙ８相続財産は、それぞれ原告に対し、別紙物件目録記載の土地に

ついて、昭和５３年３月２９日時効取得を原因とする各持分全部移転登記手続

をせよ。 

２ 主文２、３項と同旨 

第２ 事案の概要（この判決では、「平方メートル」を「㎡」と表記する。また、

土地の特定は、以下、原則として、地番のみの表示とし、分筆がある場合など

には、その地積も表記する。また、注記や略称表記等については、印字ポイン

トを下げて表記する。） 

本件は、土地（又は換地部分）交換契約によって取得した土地部分について、

相手方共有者の一人が所在不明になり、その後相続によって、各持分移転登記

の請求が困難になった旨主張する原告が、その相続人らを被告として、時効取

得を原因とする所有権移転登記手続を求めた事案である。また、所在不明者の

土地持分について被告国及び被告木更津市による差押又は参加差押の各登記が

存することから、その抹消登記手続も求めている。 

１ 前提事実等（甲事件の甲１の１～３、甲２の２、３、甲３の１、２、甲４の

１、２、甲５の２、甲６の１、２、甲８、９の１～１８、甲１０～１７、２１

～２４、乙Ａ１の１、２、乙Ａ２の１、２、乙Ａ３、４の１、２、乙Ａ５の１、

２、乙Ａ６の１、２、乙Ａ７の１、２、乙Ａ８、９、乙Ｂ１の１～３、乙Ｂ３

の１、２、乙Ｂ４の１、２、乙Ｂ５の２、乙Ｂ９の１～３及び弁論の全趣旨に
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より明らかに認められる。なお、原告は、乙事件について甲２１号証まで、甲

事件とほぼ同番号の書証（ただし、乙事件の甲５の２、甲１６には、甲事件の

同号証に比べ一部割愛があり、甲９の１２以下が存在しない。）、を提出して

いる。これらは、すべて甲事件の書証で賄うことができるから、乙事件の書証

の表示を割愛する。） 

（１）本件係争土地である別紙物件目録記載の土地（以下「本件土地」ともいう。）

の前身である「木更津市９２９番１の土地」に関する登記簿・登記記録上の

分筆・所有権移転の経緯等は、以下のとおりである。なお、換地前の同土地

は、換地後の本件土地の所在地とは別の場所に存在していた。 

ア 上記土地は、遅くとも昭和６年４月２０日には、「田、地積２７７０㎡

（㎡書き替え前は２反７畝２８歩）」として表示登記がされていた。 

イ Ａ（明治３０年２月１６日生。以下「Ａ」という。）は、昭和１２年７

月７日、９２９番１（２７７０㎡）の土地を買い受け、その所有権を取得

した。 

ウ Ａは、昭和４８年７月５日、９２９番１（２７７０㎡）の土地に債権額

３７５０万円、抵当権者をＢ、Ｃ及びＤ（以下、「Ｂら３名」という。）

とする抵当権を設定し、同月６日抵当権設定登記手続をした。 

エ Ｂら３名は、９２９番１（２７７０㎡）の土地について、千葉地方裁判

所木更津支部（以下「裁判所」という。）に競売申立てを行い、裁判所は、

昭和５０年５月１３日、競売手続開始決定をし、同年６月２日その旨の登

記手続がなされ、さらに、昭和５１年３月１８日、Ｂら３名において、同

土地を競落（共有持分各３分の１）し、同年１０月２３日その旨の登記手

続がされた。 

オ ９２９番１（２７７０㎡）の土地は、昭和５２年１月２１日、９２９番

１（１３１９㎡）の土地、同番４（４３４㎡）の土地及び同番５（１０１

６㎡）の土地に分筆された。 
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カ ９２９番１（１３１９㎡）の土地は、昭和５３年８月１１日、９２９番

１（５８２㎡）の土地及び同番６（７３７㎡）の土地に分筆された。 

キ 上記分筆された土地の所有権は、Ｂら３名から、次のとおり移転した。 

（ア）９２９番４（４３４㎡）の土地は、昭和５２年４月１６日、Ｅに売り

渡され、同月２１日にその旨の共有者全員持分全部移転登記手続がされ

た。 

（イ）９２９番５（１０１６㎡）の土地は、昭和５２年３月３日、Ｆに売り

渡され、同年４月４日その旨の共有者全員持分全部移転登記手続がされ

た。 

（ウ）９２９番６（７３７㎡）の土地は、昭和５３年７月１３日、Ｄ及びＣ

の各共有持分全部がＢに売り渡され、同年８月２５日その旨の持分全部

移転登記手続がなされ、Ｂにおいて、昭和５５年３月２５日、Ｇに売り

渡され、同年４月７日その旨の所有権移転登記手続がされた。 

（エ）９２９番１（５８２㎡）の土地は、登記記録上Ｂら３名の共有状態の

ままであった。 

ク Ａは、昭和５７年６月１０日死亡した。 

（２）原告及びＡの所有不動産の登記状況等 

ア 原告は、 

（ア）昭和３３年２月１５日、木更津市９２０番の土地（７６６㎡。以下「９

２０番（７６６㎡）の土地」という。）を買い受け、同日その旨の所有

権移転登記手続をした。 

（イ）昭和３６年７月２３日、木更津市１６３３番の土地（１１７３㎡。以

下「１６３３番（１１７３㎡）の土地」という。）を買い受け、昭和３

７年３月５日その旨の所有権移転登記手続をした。 

イ（ア）Ａは、昭和１２年７月５日、木更津市１００７番の土地（宅地７６

６．９４㎡（当初は、２畝３２歩）。以下「１００７番（７６６．９
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４㎡）の土地」という。）を家督相続によって取得し、同年８月２３

日その旨の所有権移転登記手続をした。 

（イ）原告は、昭和４０年４月１９日付けで、１００７番（７６６．９４

㎡）の土地ほか合計１３１７．２５㎡を敷地として延べ建築面積１５

４．０７㎡の専用住宅として建築確認申請を受け、同年１１月２０日、

居宅（家屋番号１００７番１、平成６年５月１０日以降は９番１０。

木造瓦鉄板交葺２階建床面積１階１７６．２９㎡、２階６６．２４㎡。

以下「本件原告居宅」という。）を新築し、昭和５１年４月２８日そ

の旨の表示登記手続を、同年５月４日原告を所有者とする所有権保存

登記手続をした。 

ウ Ａ所有の１００７番（７６６．９４㎡）の土地は、昭和４８年１２月２

５日にＨ農業協同組合（以下「Ｈ農協」という。）のために抵当権が、昭

和４９年６月２５日Ｉ株式会社のために根抵当権がそれぞれ設定され、昭

和５１年８月２７日Ｈ農協において、競売の申立てがなされ、昭和５３年

１２月１８日株式会社Ｊが競落し、昭和５４年４月１０日その旨の所有権

移転登記手続がなされ、さらに、同月２６日、有限会社Ｋがこれを買い受

け、同月２８日その旨の所有権移転登記手続がなされ、同年６月１１日、

１００７番１（２１８．１２㎡）の土地、同番２（２１７．４６㎡）の土

地及び同番３（３３１．３５㎡）の土地に分筆された。 

エ なお、上記分筆された土地の所有権は、有限会社Ｋから、次のとおり移

転された。 

（ア）１００７番１（２１８．１２㎡）の土地は、昭和５４年１１月２６日、

Ｌに売り渡され、同月２８日その旨の所有権移転登記手続がされ、さら

に昭和５６年８月１４日、Ｍに売り渡され、同年１０月２８日その旨の

所有権移転登記手続がされた。 

（イ）１００７番２（２１７．４６㎡）の土地は、昭和５６年３月１５日、
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Ｎに売り渡され、同月２８日その旨の所有権移転登記手続がされた。 

（ウ）１００７番３（３３１．３５㎡）の土地は、昭和５４年１２月３日Ｏ

に売り渡され、同月２０日その旨の所有権移転登記手続がされ、同人は、

平成元年１１月２日に死亡し、同日相続を原因として平成２年１月３１

日Ｐに所有権移転登記手続がされ、その後、Ｑ株式会社の申立てにより、

裁判所から競売開始決定を受け、平成１４年１月２１日競売により同株

式会社が買い受け、同月２２日その旨の所有権移転登記手続がされ、同

年６月６日Ｒに売り渡され、同月７日その旨の所有権移転登記手続がな

された。 

（３）木更津市土地区画整理事業について 

ア 昭和４６年２月２２日、９２９番１（２７７０㎡）の土地、９２０番（７

６６㎡）の土地、１６３３番（１１７３㎡）の土地、１００７番（７６６．

９４㎡）の土地などを施行区域として、千葉県知事の認可を受けて、木更

津市土地区画整理組合（以下「本件組合」という。）が設立され、本件組

合は、同年８月３日に仮換地の指定をした。 

そして、本件組合は、平成５年１２月１日に千葉県知事の認可を受けた

換地計画に基づいて換地処分の通知をし、平成６年４月２０日土地区画整

理法による換地処分を原因として同年５月１０日に関係土地の所定の登記

手続がなされた。 

イ 原告に対する換地処分の通知は、平成５年１２月１６日付けで行われた。

なお、Ｂに対する換地処分の通知は公示送達によって行われた。 

ウ 前記関係する土地の換地処分の結果は、以下のとおりである（「→」以

下は、換地先の土地である。）。 

（ア）９２９番１（５８２㎡）の土地 

→９番１０の土地（４４５㎡）（本件土地） 

（イ）９２０番（７６６㎡）の土地 
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→９番９の土地（５２５㎡） 

（ウ）９２９番６（７３７㎡）の土地（その後、地目の変更により地積が７

３７．３４㎡となった。） 

→１７番１４の土地（５６２．５４㎡） 

（エ）１６３３番（１１７３㎡）の土地 

→９番１１の土地（６０７㎡） 

（分割換地）→２番１４の土地（２５４．１３㎡） 

（オ）１００７番１（２１８．１２㎡）の土地 

→２番６の土地 

（カ）１００７番２（２１７．４６㎡）の土地 

→２番５の土地 

（キ）１００７番３（３３１．３５㎡）の土地 

→２番１５の土地 

（４）本件原告居宅は、９番９の土地、９番１０の土地（本件土地）及び９番１

１の土地が敷地になっている（仮換地指定では２５街区に存する。）。この

うち９番９の土地及び９番１１の土地は原告所有の土地であるが、両土地の

真ん中に挟まれた９番１０の土地（本件土地）はＢら３名の所有名義になっ

ている。 

（５）被告国は、昭和６０年９月２８日、９２９番１（５８２㎡。後の９番１０

の土地。本件土地）の土地のＢ持分に別紙第１登記目録記載の差押登記（以

下「本件差押登記」という。）をした。被告木更津市は、昭和６３年１月２

０日、同持分に別紙第２登記目録記載の参加差押登記（以下「本件参加差押

登記」という。）をした。 

（６）相続の発生等 

ア Ｄは、平成８年７月２４日に死亡した。相続人は、妻である被告Ｙ１（法

定相続分４分の２）、長男である被告Ｙ２及び長女である被告Ｙ３（法定
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相続分４分の１ずつ）であるが、上記被告３名は、本件土地のＤ持分３分

の１について、持分を各９分の１ずつとすることで合意し、平成９年６月

１８日その旨の持分全部移転登記手続をした。 

イ Ｃは、平成４年１１月２２日死亡した。相続人は、長男である被告Ｙ４、

養女である被告Ｙ５、二男である被告Ｙ６及び三男である被告Ｙ７である

（いずれも法定相続分４分の１ずつ）。 

ウ Ｂは、平成１７年１２月１６日死亡した。夫であるＳ（昭和３５年９月

７日婚姻）は平成１８年３月１５日に、長男であるＴは同年４月１９日に

それぞれ相続放棄の申述が受理された。なお、Ｂは、昭和２３年４月２１

日Ｕと婚姻しており、両名間に長女Ｖ、二女Ｗ及び長男ａが出生し、昭和

３３年５月９日Ｕとの離婚裁判が確定した。二女Ｗは、昭和４８年１１月

１３日ｂと婚姻し、両名間に長男ｄ及び二男ｅが出生し、昭和５０年３月

２５日ｂと協議離婚し、同年１２月９日ｆと婚姻し、両名間に長女ｇ及び

長男ｈが出生したが、Ｗは平成９年１０月２２日死亡した。これらの相続

人につき、Ｖは平成１９年２月１９日に、ｄは平成２０年１月１０日に、

ｇ、ｈ及びａはいずれも平成１９年２月１９日にそれぞれ相続放棄の申述

が受理された。なお、ｅは、昭和４９年６月７日に死亡している（配偶者

及び子はいない。）。千葉家庭裁判所木更津支部は、Ｂの相続人が不存在

になったものと認め、平成２１年１０月１３日、弁護土ｉをＢの相続財産

管理人に選任する審判をし、同審判は確定した。 

（７）本件土地の登記記録上の共有持分として、Ｂ及びＣが持分３分の１ずつ、

被告Ｙ１、被告Ｙ２及び被告Ｙ３（登記記録上Ｙ３）が持分９分の１ずつを

有している。そして、Ｂの持分に被告国による本件差押登記及び被告木更津

市による本件参加差押登記が存している。 

２ 原告の主張 

（１）原告は、本件原告居宅を守るため、昭和５３年３月２９日、Ｂら３名との
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間で以下のとおり土地交換契約を締結した（以下「本件土地変換契約」とい

う。）。 

ア Ｂら３名所有の９２９番１（１３１９㎡）の土地（仮換地指定は２５街

区）と原告所有の９２０番（７６６㎡）の土地（仮換地指定は１４街区）

の仮換地位置を交換する。Ｂら３名と原告は、本件組合に対し、９２９番

１（１３１９㎡）の土地と９２０番（７６６㎡）の土地の等面積について、

仮換地指定位置の交換（変更）を申請する。 

イ Ｂら３名は、９２９番１（１３１９㎡）の土地にＡが法定地上権を有し

ていることを認める。 

ウ ９２９番１（１３１９㎡）の土地と９２０番（７６６㎡）の土地が換地

になった場合の地積の差額分の土地については、Ｂら３名が３．３㎡当た

り７万円の割合で原告に譲渡し、昭和５３年３月２９日付け売買を原因と

して換地処分後に所有権移転登記手続をする。 

エ 前項の差額金の交付については、原告が９２９番１（１３１９㎡）の土

地を法定地上権の権原で占有していることを考慮して、Ｂら３名は、その

請求権を放棄する。 

オ 原告とＢら３名との間には、９２９番１（１３１９㎡）の土地と９２０

番（７６６㎡）の土地に関し、他に債権債務がないことを確認する。 

（２）原告とＢら３名は、昭和５３年８月ころ、口頭で、原告が提供する９２０

番（７６６㎡）の土地（１４街区に存していたが、後に２５街区に指定変更）

に換えて、９２９番６（７３７㎡）の土地（２５街区に存していたが、後に

１４街区に指定変更）を提供する旨本件土地交換契約の一部を変更する旨合

意した（以下「本件土地交換一部変更契約」という。）。なお、９２９番６

（７３７㎡）の土地は、登記簿上Ｂら３名の所有名義になっているが、本件

土地交換契約によって原告の所有になっていた９２９番１（１３１９㎡）か

ら分筆された土地である（分筆後は、９２９番１（５８２㎡）の土地になる。）
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から、原告が所有していることになる。 

（３）なお、Ｄ及びＣは、昭和５３年８月２５日、９２９番６（７３７㎡）の土

地の各持分をＢに譲渡し、Ｂは、昭和５５年４月７日、同土地をＧに売り渡

し、その旨の所有権移転登記手続をした。 

（４）以上のとおり、原告は、９２９番１（５８２㎡）の土地の所有権を取得し

たが、その後平成５年１２月１６日まで本件組合による換地処分がなされな

かった。そのため、原告は、Ｂら３名から所有権移転登記手続をすることが

できなかった（本件土地交換契約上、換地処分後に所有権移転登記手続をす

ることになっていた。）。 

（５）その後、９２９番１（５８２㎡）の土地のＢ持分について、前記のとおり

被告国（木更津税務署）において昭和６０年９月２８日に差押え（本件差押

登記）を、被告木更津市において昭和６３年１月２０日に参加差押えをした

（本件参加差押登記）。また、平成５年１２月１６日の換地処分当時、Ｂは

所在不明になっていた。 

（６）原告は、本件土地交換契約締結日である昭和５３年３月２９日以降、所有

の意思をもって、平穏・公然に、善意・無過失で９２９番１（５８２㎡）の

土地すなわち本件土地（換地処分後）を本件原告居宅の敷地として占有して

いる。よって、昭和６３年３月２８日の経過をもって取得時効が完成した（以

下「本件取得時効」という。）。 

（７）原告は、本件時効取得を援用する。 

（８）よって、原告は、所有権に基づき、 

ア 被告Ｙ１、被告Ｙ２、被告Ｙ３（以上持分９分の１ずつ）、被告Ｙ４、

被告Ｙ５、被告Ｙ６、被告Ｙ７（以上持分１２分の１ずつ）及び被告亡Ｙ

８相続財産（持分３分の１）に対し、本件土地について、昭和５３年３月

２９日時効取得を原因とする持分全部移転登記手続を求める。 

イ 被告国に対し、本件土地のＢ持分についてなした別紙第１登記目録記載
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の差押登記の抹消登記手続を求める。 

ウ 被告木更津市に対し、本件土地のＢ持分についてなした別紙第２登記目

録記載の参加差押登記の抹消登記手続を求める。 

３ 被告らの主張 

（１）原告の主張は争う。そもそも本件土地交換契約及び本件土地交換一部変更

契約（以下「本件土地交換契約等」という。）の成立に疑義がある。 

ただし、被告らのうち、被告Ｙ１、被告Ｙ２及び被告Ｙ３は、本件土地交

換契約のうち、原告が９２９番１（１３１７㎡）の土地に法定地上権を有し

ていることを認める。 

（２）仮に、本件土地交換契約等が有効であったとしても、以下の事情によれば、

原告に所有の意思が認められない。 

ア 本件土地交換契約には、「Ｂら３名は、９２９番１（１３１９㎡）の土

地の上に原告が法定地上権を有していることを承認する」旨の条項があり、

原告が、９２９番１（１３１９㎡）の土地上を所有する意思で当該仮換地

（９番１０。本件土地）を占有したとはいえない。 

イ 本件土地交換契約には、物件の表示の後に、「追って本契約は第２条に

よる交換が相互に何らの瑕疵負担のないものとして円満になされることを

効力発生要件とする」との条項がある。そうすると、原告は、同契約条項

に係る要件が満たされたときに初めて所有の意思をもっての占有が開始さ

れるのである。よって、同条件が満たされるまでは、他主占有にすぎない

というべきである。 

ウ 本件土地交換契約に係る条件が成就したのであれば、原告は、本件土地

（９２９番１（５８２㎡）の土地）について、速やかに所有権移転登記手続

をすべきであるのに、これを放置していた。また、原告は、同土地について

の公租公課を支払っていない。さらに、原告は、本件土地のうちＢの持分の

公売について、公売に参加する意思があることを表明していた。 
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４ 原告の反論 

（１）被告らの主張（２）イについて 

本件土地交換契約に条件として「交換が相互に何らの瑕疵負担のないもの

として円満になされること」が効力発生要件であったとしても、昭和５４年

４月１２日に、本件組合から、９２０番の土地（７６６㎡）、９２９番１（５

８２㎡）の土地及び同番６の土地（７３７㎡）の土地について、相互に不満

のない仮換地位置に指定が変更された（上記９２０番と９２９番１の各土地

は２５街区、９２９番６の土地は１４街区とされた。）。これにより、本件

土地交換契約に条件があったとしても、相互に何らの瑕疵負担がない状態に

至り、条件が成就した。 

（２）なお、本件土地交換契約は、当該土地の所有権を取得する目的で締結して

いたのであるから、原告は、本件土地交換契約の締結によって、９２９番１

（５８２㎡）の土地の所有権を取得する意思があったといえる。同契約の効

力発生時期は、上記条件が成就したときであったとしても、それと所有の意

思を持つ占有の始期とは同一になるとは限らない。一般に、土地区画整理事

業では、等面積による仮換地指定位置の交換のように、所有権者同士が同意

し、かつ、事業計画を大きく変更する必要がない場合には、仮換地指定後の

変更は容易に認められていた。 

５ 主要な争点 

９２９番１（５８２㎡）の土地（本件土地）について、原告に所有の意思が

あったといえるか。 

→本件土地交換契約等の締結が有効といえるか。その効力が発生したといえ

るか。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 前提事実、証拠（甲事件の甲１の１～３、甲２の１～３、甲３の１、２、甲

４の１、２、甲５の１、２、甲６の１、２、甲７の１、２、甲８、９の１～１
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８、甲１０～２４、乙Ａ１の１、２、乙Ａ２の１、２、乙Ａ３、４の１、２、

乙Ａ５の１、２、乙Ａ６の１、２、乙Ａ７の１、２、乙Ａ８～１３、乙Ｂ１の

１～３、乙Ｂ２の１～３、乙Ｂ３の１、２、乙Ｂ４の１、２、乙Ｂ５の１、２、

乙Ｂ６～８、９の１～３、乙Ｂの１１、１３、１５の１、２、乙Ｂ１６、１７

の１、２、乙Ｂ１８、原告本人）及び弁論の全趣旨を総合すると、以下の事実

が認められる。 

（１）原告の父であるＡ（明治３０年２月１６日生。昭和５７年６月１０日死亡）

は、昭和１２年７月５日に１００７番（７６６．９４㎡）の土地を家督相続

によって、同月７日に９２９番１（２７７０㎡）の土地を売買によって、各

所有権を取得し、そのころその旨の所有権移転登記手続をした。 

原告は、昭和３３年２月１５日に９２０番（７６６㎡）の土地を、昭和３

６年７月２３日に１６３３番（１１７３㎡）の土地をそれぞれ買い受け、そ

のころその旨の所有権移転登記手続をした。 

Ａは、昭和３５年ころまで農業を営んでおり、原告も高校を卒業後、Ａの

農業を継いだ。原告は、Ａ夫婦と同居していた。 

（２）原告は、それまで住んでいた旧宅を取り壊し、昭和４０年４月１９日付け

で、Ａ所有の１００７番（７６６．９４㎡）の土地ほか合計１３１７.２５㎡

を敷地として延べ床面積１５４．０７㎡の専用住宅として建築確認（甲１０）

を受け、同年１１月２０日、本件原告居宅（木造瓦鉄板交葺２階建床面積１

階１７６．２９㎡、２階６６．２４㎡）を新築し、そのころ原告名義で所有

権保存登記手続をした。原告名義にしたのは、原告の妻の親から頭金の援助

を受けたこと、その余の借入資金を原告名義で行ったからであった。原告は、

昭和４５年ころ、農業を辞め、会社勤務となった。 

（３）木更津市土地区画整理組合（本件組合）は、昭和４６年２月２２日、千葉

県知事の認可を受けた上、１００７番（７６６．９４㎡）の土地、９２９番

１（２７７０㎡）の土地、９２０番（７６６㎡）の土地及び１６３３番（１
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１７３㎡）の各土地など約３７．３ヘクタールを施行区域として設立された。

本件組合は、昭和４６年８月３日付けで仮換地の指定をし、同月２４日に同

月３日にした仮換地の指定位置変更通知を行った（効力発行は同月２５日。

甲２２）。それらの概要は、以下のとおりである。なお、２５街区には、本

件原告居宅が建っている。 

ア ９２９番１（２７７０㎡）の土地は、その一部を「２５街区９２９番１

（ロ）１０１７㎡」とし、残部を「２９街区９２９番１（イ）１０８８㎡」

とした。（甲２の２） 

イ １００７番（７６６．９４㎡）の土地は、「２５街区１００７番６０７．

４３㎡」とした。（甲２の２） 

ウ ９２０番（７６６㎡）の土地は、「１４街区５６４．００㎡」とした。

（甲２の３） 

エ １６３３番（１１７３㎡）の土地は、「４５街区８６２．００㎡」とし

た。（甲１４） 

（４）Ａは、昭和４８年７月５日、９２９番１（２７７０㎡）の土地に債権額３

７５０万円、抵当権者をＢら３名とする抵当権を設定し、同月６日抵当権設

定登記手続をした。また、同年１２月２５日、本件原告居宅の敷地である１

００７番（７６６．９４㎡）の土地にも、同年１２月２５日にＨ農協を抵当

権者とする抵当権を、さらに昭和４９年６月２５日Ｉ株式会社を根抵当権者

とする根抵当権をそれぞれ設定した。原告は、当初Ａが上記抵当権を設定し

たことを知らなかった。 

（５）Ｂら３名は、９２９番１（２７７０㎡）の土地について、競売申立てを行

い、裁判所は、昭和５０年５月１３日、競売手続開始決定をし、同年６月２

日その旨の登記手続がなされ、さらに、昭和５１年３月１８日、Ｂら３名に

おいて、同土地を競落（共有持分各３分の１）し、同年１０月２３日その旨

の登記手続をした。 
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（６）Ｈ農協は、１００７番（７６６．９４㎡）の土地について、競売申立てを

行い、裁判所は、昭和５１年８月２７日、競売手続開始決定をし、同月２８

日その旨の登記手続がなされ、さらに、昭和５３年１２月１８日、株式会社

Ｊが同土地を競落し、昭和５４年４月１０日その旨の登記手続をした。当時、

Ａは、アルツハイマー病に罹患しており、原告がこれらの事情を尋ねても、

答えられない状態であった。 

（７）９２９番１（２７７０㎡）の土地は、昭和５２年１月２１日、９２９番１

（１３１９㎡）の土地、同番４（４３４㎡）の土地及び同番５（１０１６㎡）

の土地に分筆された。これは、前記（３）アのとおり、仮換地の指定が、「２

５街区９２９番１（ロ）１０１７㎡」（これが９２９番１（１３１９㎡）の

土地になる。）と「２９街区９２９番１（イ）１０８８㎡」（これが９２９

番４（４３４㎡）の土地及び同番５（１０１６㎡）の土地になる。）とに分

割されたことに対応したものである。 

（８）原告は、本件原告居宅を守るため、ｊ弁護士に委任して、昭和５３年３月

２９日、Ｂら３名が委任したｍ弁護士との間で以下のとおり土地交換契約を

締結した（本件土地交換契約）。契約書を作成する以前の交渉経過の要点は、

９２９番１（１３１９㎡）の土地の一部を９２０番の土地と等面積で分筆し

て、これらの仮換地位置を交換することであり、この方法で交渉を進めるこ

とに合意していた。 

ア Ｂら３名所有の９２９番１（１３１９㎡）の土地（仮換地２５街区９２

９番（ロ）１０１７㎡）と原告所有の９２０番（７６６㎡）の土地（仮換

地１４街区９２０番５６４㎡）の仮換地位置を交換する。Ｂら３名と原告

は、本件組合に対し、９２９番１（１３１９㎡）の土地と９２０番（７６

６㎡）の土地の等面積について、仮換地指定位置の交換（変更）を申請す

る。 

（このことは、原告所有の９２０番（７６６㎡）の土地が２５街区に指定
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されるようにし、本件原告居宅の敷地になるように意図したことがうかが

える。なお、後記認定のとおり、９２９番１（１３１９㎡）の土地が９２

９番１（５８２㎡）の土地と同番６（７３７㎡）の土地とに分筆され、同

番６（７３７㎡）の土地が被告Ｂらの所有となり、これが１４街区に仮換

地位置が変更されている。また、原告は、本件組合の理事をしており、本

件組合の仮換地位置に関する情報を取得しやすい立場にあった。） 

イ Ｂら３名は、９２９番１（１３１９㎡）の土地にＡが法定地上権を有し

ていることを認める。 

ウ ９２９番１（１３１９㎡）の土地と９２０番（７６６㎡）の土地が換地

になった場合の地積の差額分の土地については、Ｂら３名が３．３㎡当た

り７万円の割合で原告に譲渡し、昭和５３年３月２９日付け売買を原因と

して換地処分後に所有権移転登記手続をする。 

エ 前項の差額金の交付については、原告が９２９番１（１３１９㎡）の土

地を法定地上権の権原で占有していることを考慮して、Ｂら３名は、その

請求権を放棄する。 

オ 原告とＢら３名との間には、９２９番１（１３１９㎡）の土地と９２０

番（７６６㎡）の土地に関し、他に債権債務がないことを確認する。 

カ 本件土地交換契約は、同交換が、相互に何らの瑕疵負担がないものとし

て円満になされることが効力発生要件とされた。 

（本件土地交換契約において、原告が取得する９２９番１（１３１９㎡）

は、Ｂら３名が取得する９２０番（７６６㎡）の土地よりも面積が広いが、

これは、前述のとおり９２９番１（１３１９㎡）には自宅に法定地上権が

成立し、底地の価値が低いためであった。） 

（９）本件組合は、昭和５３年４月１２日付けで、昭和４６年８月２４日付けで

した仮換地の通知を次のとおり変更する旨の仮換地指定変更通知を行った

（効力発行は同月１３日。甲２３）。 
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ア １６３３番（１１７３㎡）の土地は、従前どおり「４５街区８６２．

００㎡」であり変更はない。 

イ ９２０番（７６６㎡）の土地は、「２５街区５７１．００㎡」に変更

になった。 

（１０）本件組合は、昭和５３年４月１２日ころ、９２９番１（１３１９㎡）の土

地（仮換地は２５街区９２９番１（ロ）１０１７㎡）について、「２５街区

９２９番１（ロ）４４５．８２㎡」と「１４街区９２９番１（ハ）５６４㎡

（ただし、換地処分では５６２．５４㎡」）に仮換地変更通知を行った。 

後述する本件組合による昭和５３年４月１２日付けの仮換地交換通知すな

わち、９２０番（７６６㎡）の土地の仮換地の指定地を「１４街区５６４．

００㎡」から「２５街区５７１．００㎡」に変更は、本件土地交換契約等に

対応したものである。後記本件土地交換一部変更契約は、同年８月ころの締

結であるが、その合意に向けた準備がなされていたものと考えられる。 

（１１）本件土地交換契約によって原告が取得することになった９２９番１（１３

１９㎡）の土地は、後記本件土地交換一部変更契約のために、昭和５３年８

月１１日、９２９番１（５８２㎡）の土地及び同番６（７３７㎡）の土地に

分筆された。 

（１２）原告とＢら３名は、昭和５３年８月ころ、本件土地交換契約について、口

頭で、原告が提供する９２０番（７６６㎡）の土地（仮換地は２５街区）に

換えて、上記９２９番６（７３７㎡）の土地（仮換地は１４街区）を提供す

る旨同契約の一部を変更する旨合意した（本件土地交換一部変更契約）。当

時、９２９番６（７３７㎡）の土地は、登記簿上Ｂら３名の所有名義になっ

ていたが、契約当事者間では、原告が所有者又は権利者であること、同土地

には法定地上権の負担のないことが相互に確認された。 

（１３）本件組合は、昭和５４年４月１０日付けで、昭和５３年４月１２日付けで

した仮換地の通知を次のとおり変更する旨の仮換地指定変更通知を行った
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（効力発行は同月１２日。甲２０）。 

ア １６３３番（１１７３㎡）の土地は、「２５街区（イ）６０７．４３㎡」

（後の「９番１０の土地６０７㎡）と「４５街区（ロ）２５４．５７㎡」

（後の「２番１４の土地２５４㎡）に変更になった。 

イ ９２０番（７６６㎡）の土地は、従前どおり「２５街区５７１㎡」であ

り変更はない。 

（この仮換地指定によって、本件原告居宅の敷地は、事実上ほぼ確保され

たことになる。） 

（１４）なお、１００７番（７６６㎡）の土地（従前の本件原告居宅の敷地。当初

の仮換地指定２５街区であったが、別の街区に変更になったものと思われ

る。）は、昭和５４年４月２６日、有限会社Ｋがこれを買い受け、同年６月

１１日に１００７番１（２１８．１２㎡）の土地、同番２（２１７．４６㎡）

の土地及び同番３（３３１．３５㎡）の土地に分筆された。そして、１００

７番１（２１８．１２㎡）の土地は、昭和５４年１１月２６日Ｌに、昭和５

６年８月１４日Ｍに売り渡された。１００７番２（２１７．４６㎡）の土地

は、昭和５６年３月１５日、Ｎに売り渡された。１００７番３（３３１．３

５㎡）の土地は、昭和５４年１２月３日Ｏに売り渡され、平成元年１１月２

日相続を原因として平成２年１月３１日Ｐに所有権移転登記手続がされ、そ

の後、Ｑ株式会社の申立てにより、裁判所から競売開始決定を受け、平成１

４年１月２１日競売により同株式会社が買い受け、同年６月６日Ｒに売り渡

された。９２９番４（４３４㎡）の土地は、昭和５２年４月１６日、Ｅに売

り渡された。９２９番５（１０１６㎡）の土地は、昭和５２年３月３日、Ｆ

に売り渡された。９２９番６（７３７㎡）の土地は、昭和５３年７月１３日、

Ｄ及びＣの各共有持分全部がＢに売り渡され、同人において、昭和５５年３

月２５日、Ｇに売り渡された。 

（１５）９２９番１（５８２㎡）の土地のＢ持分（登記記録上）は、被告国（木更
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津税務署）から昭和６０年９月２８日に差押え（本件差押登記）を、被告木

更津市から昭和６３年１月２０日に参加差押え（本件参加差押登記）を受け

た。 

（１６）本件組合は、平成５年１２月１日に千葉県知事の認可を受けた換地計画に

基づいて換地処分の通知をし、平成６年４月２０日土地区画整理法による換

地処分を原因として同年５月１０日に関係土地の所定の登記手続がなされた。

ちなみに、原告に対する換地処分の通知は、平成５年１２月１６日付けで行

われた。Ｂは、そのころ所在不明になっており、換地処分の通知は公示送達

によって行われた。関係する土地の換地処分の結果は、以下のとおりである。

本件組合は、平成９年３月２１日付け千葉県都指令第 号をもって解散認可

が公告された。 

ア ９２９番１（５８２㎡）の土地は、９番１０の土地（４４５㎡）（本件

土地）となった。 

イ ９２０番（７６６㎡）の土地は、９番９の土地（５２５㎡）となった。 

ウ １６３３番（１１７３㎡）の土地は、９番１１の土地（６０７㎡）と２

番１４の土地（２５４．１３㎡）の分割換地となった。 

エ ９２９番６（７３７．３４㎡）の土地は、１７番１４の土地（５６２．

５４㎡）の土地となった。 

オ １００７番１（２１８．１２㎡）の土地は、２番６の土地と、１００７

番２（２１７．４６㎡）の土地は、２番５の土地と、１００７番３（３３

１．３５㎡）の土地は、２番１５の土地となった。 

（１７）本件原告居宅は、９番９の土地、９番１０の土地（本件土地）及び９番１

１の土地が敷地になっている。このうら９番９の土地及び９番１１の土地は

原告所有の土地であるが、９番１０の土地（本件土地）はＢら３名の所有名

義のままであった。そのため、９番１０の土地（本件土地）の固定資産税未

納についての書面送付は、平成１９年１１月８日付けで、被告木更津市から
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被告Ｙ１あてになされている。 

（１８）原告は、本件土地交換契約締結日後で仮換地変更通知のあった昭和５３年

４月１２日以降、所有する本件原告居宅の敷地の一部として、平穏・公然に

２９２番１（５８２㎡）の土地、換地処分後は本件土地を継続して占有して

いる。 

２ 判断 

（１）上記認定事実にかんがみると、原告は、Ｂら３名が所有する９２９番１（５

８２㎡）の土地について、本件土地交換契約及びその一部変更契約に係る条

件が成就した昭和５３年４月１２日（仮換地変更通知日）から１０年間、所

有する本件原告居宅の敷地として、所有の意思をもって、善意・無過失・平

穏・公然と占有していたから、昭和６３年４月１２日に取得時効が完成して

いることになる。 

原告が、上記取得時効を援用していることは記録上明らかである。 

（２）被告らの主張に対する判断 

ア 被告らは、「本件土地交換契約等の成立に疑義がある」旨主張する。 

しかしながら、弁護士ｍ及び弁護士ｊが作成した甲２号証の１の土地交

換に関する契約書及びその前後の客観的な事情を総合すると、本件土地交

換契約が成立し、本件原告居宅を保持する必要から、仮換地位置を変更・

調整する必要から、本件土地交換一部変更契約も口頭で成立したことは優

に認められるというべきである。 

イ 被告らは、「本件土地交換契約には、『Ｂら３名は、９２９番１（１３

１９㎡）の土地の上に原告が法定地上権を有していることを承認する』旨

の条項があり、原告が、９２９番１（１３１９㎡）の土地上を所有する意

思で当該仮換地（９番１０。本件土地）を占有したとはいえない」旨主張

する。 

しかしながら、上記条項は、９２９番１（１３１９㎡）の土地がＢら３



 

 21

名の共有になるとしても、原告の法定地上権の制約を受けた底地価値しか

ないことを契約当事者の共通認識にするための文言にすぎないのであって、

本件土地交換契約等に係る条件が成就した以後、原告が自ら９２９番１（５

８２㎡）の土地の所有権を取得した後は、混同によって当然に消滅する（民

法１７９条）。その時点において、原告は所有の意思をもって占有を開始

したことになる。 

ウ 被告らは、「本件土地交換契約には、物件の表示の後に、『追って本契

約は第２条による交換が相互に何らの瑕疵負担のないものとして円満にな

されることを効力発生要件とする』との条項があり、原告は、同契約条項

に係る要件が満たされたときに初めて所有の意思をもっての占有が開始さ

れることになり、同条件が満たされるまでは、他主占有にすぎないという

べきである」旨主張する。 

確かに、本件土地交換契約等には、上記条件が付されていることが認め

られる。しかしながら、本件においては、昭和５３年４月１２日に仮換地

位置が契約当事者の満足のいく形で変更されたことが認められ、上記条件

が成就したものというべきである。そして、この時点から、原告は、９２

９番１（５８２㎡）の土地（本件土地）を所有の意思をもって、善意・無

過失に占有を開始したものと認められる。 

エ 被告らは、「原告は、本件土地交換契約等に基づいてＢら３名に対し速

やかな持分全部移転登記手続を求めていないし、公租公課も一切支払って

いない。また、原告は、本件土地のうちＢの持分の公売について、公売に

参加する意思があることを表明していた」旨主張する。 

確かに、被告ら指摘の事実が認められるが、前記認定事実にかんがみる

と、被告ら指摘の事実が存在したとしても、このことをもって、９２９番

１（５８２㎡）の土地（本件土地）に関し、原告の所有の意思を左右する

ものとは認められないというべきである。 
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オ 以上のとおり、被告らの主張は、いずれも原告の請求を拒むものとはい

えないと判断する。 

３ まとめ 

そうすると、原告の請求は、主文記載の限度で理由があるから、これを認容

し、その余（昭和５３年３月２９日時効取得を原因とする部分）は理由がない

から、これを棄却する。よって、主文のとおり判決する（訴訟費用につき民事

訴訟法６４条ただし書を適用）。 

 

千葉地方裁判所木更津支部 

裁判官     小宮山茂樹 


